



































るわれる熱血教師の『愛のムチ』」6 ）を期待する声が，公然と主張される 7 ）。
1 ）この事件に関しては，たとえば，朝日新聞2013年 1 月 8 日夕刊 1 面を参照。










6 ）「社説」産経新聞2013年 1 月11日朝刊 3 面。



























をめぐって（ 1 － 2 ）―」神戸法学雑誌45巻 2 号（1995年）285頁，46巻 4 号（1997
年）731頁，早崎元彦『体罰はいかに処分されたか』（法律文化社，2009年）を参照。
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0 0 0 0 0 0
傷害を與へたり
0 0 0 0 0 0 0
，體罰の痕跡を残す程度の強度に達すると世間はそのまゝには許さな
































29）昭和24年 8 月 2 日法務府発表。なお，本稿執筆に際しては，藤田編・前掲注（ 9 ）
349－350頁所収を参照した。
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37）高刑 8 巻 4 号545頁。なお，本判決の評釈として，小田中聰樹・教育判例百選（初
版）120頁（1973年），同・教育判例百選（第2版）124頁（1979年），同・教育判例百
選（第3版）110頁（1992年）がある。また，本判決につき立ち入って分析するものと























































































































































































0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
つて体罰の禁止を宣言している趣旨に照らし
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，少なくとも生徒等に対する
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
教育指導上差し迫つた必要のない安易な体罰の行使は許されないものとい
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
うべきである

























流経法学　第13巻 第 2 号











































































































































































































































0 0 0 0
において『体罰禁止』は一つの原理規定







36条），（旧）教育基本法（前文第二段， 1 条， 2 条），世界人権宣言（前













































































































































































































































































































































































































流経法学　第13巻 第 2 号
この点につき，たとえば，既に確認したが，学教法11条但書を，「教師
体罰」を「否認」する「教育原理・教育条理・教育法原理」を確認する「原
理規定」として解する見解にあっては，学教法11条但書は「法定の学校制
度にともなう原理規定」126）として記述されたものであって，「各学校にお
ける教師の教育活動を直接具体的に拘束する法律規定と読むべきもので
はない」127）と論じられている。そしてそこにおける原理は「現行法論理の
根本的部分」128）たる，「教師体罰」を否定する「教育原理・教育条理・教
育法原理」129）のはずであり，「それが確認されれば以後に出来るだけ制度
化されていくべき規範的要請・義務づけ」130）であると解されている。また，
体罰禁止規定の意義を経験的見地から基礎付けたうえで，学教法11条但書
にいわゆる「体罰」とは何かを定義しようとする見解においては，定義さ
れた「体罰」に該当する行為は「違法」との評価を受けると指摘する。
おそらく体罰禁止規定を再考する場合には，これらの学説の成果を踏ま
えたうえで，体罰禁止規定の根底にある「体罰禁止」の「原理」とは何か
を改めて確認するとともに，その原理の見地から禁止されるべき「体罰」
とは何か，さらに「体罰」に該当する行為を「違法」とすることの意義131）
126）兼子・前掲注（76）84頁。
127）同前。
128）兼子・前掲注（78）38頁。
129）兼子・前掲注（78）48頁。
130）兼子・前掲注（78）38頁。
131）「体罰」に該当する行為を「違法」とする，という点に関連し，今橋・前掲注（ 8 ）
『学校教育紛争と法』58頁は，「体罰」に該当する行為は「違法」との評価を受ける
一方で，定義に当てはまらない行為は，「体罰問題としてではなく，暴行・傷害行為，
不法行為問題としてのみ扱われることになる」と指摘する。この際，ある行為を「暴
行・傷害」として取り扱うのではなく，「違法」な「体罰」として把握するというこ
との実質的な意味を問うことが，とりわけ教育現場で教育に取り組む教員に対する
「行為規範」としては重要ではないかと思われる。
学校教育法が禁止する「体罰」とは何か
65
を再考する必要があろう。「原理規定」説にいわゆる「制度的仕組み」132）を，
「原理」との関係で明らかにする作業が必要だと考えられる。
結びに代えて
以上で本稿の考察をひとまず終える。
本稿は，学教法11条但書の体罰禁止規定の沿革を確認した上で，行政解
釈，裁判例そして学説それぞれの同規定についての解釈を整理，分析した。
その結果，同規定における「体罰」概念の解釈，さらには同規定の意義自
体に再考の必要性があると結論づけるに至った。
この問題に対していかなる態度をとるべきかについては，体罰禁止規定
のみの考察にとどまらず，学教法11条が認める懲戒権の性質についての考
察，先の学説の検討の中にも現れてきた「学習権」や教育法学において説
かれる「教師の教育権」といった基礎的な概念との関係を踏まえた考察を
要するように思われる。可能な限り，問題のさらなる考察を試みたい133）。
132）兼子・前掲注（76）81頁。
133）そもそも教育法学を専攻しない本稿筆者が，以上のように「体罰」問題を考察し，
本稿を公表するに至った理由は，第一に，平成24年度・同25年度流通経済大学教員免
許状更新講習〔選択領域講習〕「教育実践上の考え方と技法」の講義の一部を担当す
る機会を得たことにあり，第二に，同講習をひとつの契機として，目下問題関心を共
有する教育学研究者と共同研究を行っていることにある。なお，後者の共同研究につ
いては，近々成果を取りまとめ，別途公表することを計画している。
